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図2 表層地盤の固有周期(ボーリング地点) 
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１．はじめに  

 低圧ガス導管のリアルタイム被害推定システム1)では、大地

震時の液状化層厚分布の作成に設計水平震度一律0.4(海洋型

地震)の地震外力を用いた。この震度の入力で、液状化対象層

(深さ20(m)までのN値4～20程度の砂質土)がほぼ全て液状化抵

抗率(FL値)＜1.0となるため、これ以上大きな震度を入力して

も液状化層厚はあまり変わらないことが確認されている。 

 一方、高圧ガス導管液状化耐震設計指針2)(以後、ガス液状

化指針)では、PL ≧ 5の領域を流動検討対象としており、PL値

分布を整備することで検討対象領域を絞り込むことができる。しかし、PL値

は各層のFL値の減少に伴い増大するため、PL値分布の作成においては、低圧

時に用いた地震外力だけでは必ずしも安全側とはいえない。また、高圧ガス

導管耐震設計指針3)(以後、ガス耐震)は液状化検討に関する指針ではない

が、指針2)とは別の地震外力を想定しており、ガス導管に関する指針とし

て、こちらにも配慮しておく必要がある。 

 そこで、これらの指針を参考に表1に示す地震外力を想定し、埋設ガス導

管の検討を行うこととした。本論では、これらの地震外力に対する液状化分

布(PL値分布)整備手法について検討を行う。 

２．検討の流れ  

 検討対象ガス導管の絞込みは、導管網・バルブ情報や海岸・河川情報とPL

値分布との空間的な重ね合わにより行われるので、PL値分布の面的整備が求

められる。一方、液状化判定には地盤情報が必要であり、ボー

リング地点で計算可能である。そこで、図1に示すようにボーリ

ング地点毎にPL値計算を行い、これを詳細な50mメッシュ毎に補

間計算することで面的整備を行うこととした。 

３．表層地盤の固有周期の計算  

 PL値計算に用いる地震外力は、両指針とも表層地盤の固有周

期(s)に依存する。固有周期の計算は文献4)で定義する「基盤」

より上層の地盤データを用いる。図2にボーリング地点毎に計算

した固有周期を示す。 

４．PL値の計算  

 PL値はまずボーリング地点毎に下式により計算する。 
 

 PL  =∫x (1 - FL )(10 - 0.5 x )dx (1) 
 

ここで、PL はボーリング地点のPL値、FL は各層のFL値、x は計

算深さ(m)であり、∫x は x = 0～20(m)までの積分を表している。ただし、FL ＞
 1.0の場合は∫x の積分に加えな

い。また、深さ20(m)以内に基盤面4)が出現したと判断した場合は、以深は液状化被害の影響は無いと考え、∫x の

積分に加えないこととした。 

キーワード: SUPREME、都市ガス、FL値、PL値、補間、表層地盤固有周期 
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表1 想定する地震外力 

設計基準 地震外力 

① 海洋型、Kh = 0.4
※1 

② 内陸型、Kh = 0.8 

③ 海洋型、Kh = 0.3, 0.35, 0.4 (地盤種別毎)

④

高圧ガス導管 

液状化耐震設計

指針 2) 
内陸型、Kh = 0.8, 0.7, 0.6 (地盤種別毎) 

⑤ 海洋型、レベル 2※2 

⑥

高圧ガス導管 

耐震設計指針 3) 内陸型、レベル 2※2 

 ※1 低圧ガス導管対策で用いた地震外力 

※2 速度応答スペクトルから相当する SI 値に 

   変換して検討する。 

表層地盤の固有
周期計算

地震外力の計算

基盤の検出

沖積-埋立判断

PL値の計算

PL値補間計算

＜ボーリング地点毎＞

N値≧50が2(m)以上続く
層(表土系は除外)を検出

N値からS波速度を推定し
1/4波長則で計算4)

沖積は文献5)、埋立は設
計代表値7)を使用

深さ20(m)以内に基盤出
現の場合は基盤まで

ケース①～②については、
上記手続きは不要

＜50mメッシュ毎＞

洪積エリアは対象外

図1 検討の流れ 
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 各層のFL値計算の際、動的せん断強度比R の

計算には、南関東地域の沖積低地における土

の細粒分含有率の地域性、および沖積砂質土

の液状化強度特性を考慮した推定手法5)を採用

している。ただし、埋立地6)については適用で

きないため、土質別の設計代表値7)を用い、ガ

ス液状化指針2)に基づきFL値を算定する。 

 一方、地震時せん断応力比L は設計地震動を

用いて計算するが、ケース①、②については一律0.4、0.8を与えている。ケース③～⑥については、表2のように

各指針に従い表層地盤の固有周期を反映した地震動を与えている。ただし、ガス耐震3)では基盤地震動に対する応

答速度が与えられているため、このままでは、ケース⑤～⑥の地震動はガス液状化指針2)の計算にのらない。そこ

で、一質点系から連続体への置換係数(4/π)を乗じて地表 大速度(cm/s)とし、さらに 大速度からSI値への変換

係数1.18を乗じて地表SI値(cm/s)とした上で、安田らの方法8)により地震時せん断応力比L を求めている。表2のケ

ース⑤～⑥では、変換された地表SI値(cm/s)を下段に併記している。 

 ボーリング地点毎のPL値から、低圧検討時1)と同様の補間方法で50mメッシュ分布を作成した。PL値分布50mメッ

シュ整備例を図3～図4に示す。図中の湾岸付近の青線は、液状化強度式切替(沖積-埋立)境界6)を示している。 

５．今後の課題  

 今回用いた表層地盤の固有周期(s)は、ガス液状化指針2)で「地盤種別」を決定する際に計算される「地盤の特

性値」TG (s)である。しかし、ガス耐震3)で用いる固有周期は、TG とは若干計算方法が異なる上、大地震時には剛

性低下によりS波速度を70%に低減させた固有周期を用いることになっている。両指針を組み合わせた検討について

は、今後も整合性を議論していく必要があると考える。 
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表2 表層地盤の固有周期に対する各指針の設計地震動一覧 

0.1 0.2  0.6 0.7表層地盤の固有周期(s)
     

地盤種別 Ⅰ種地盤 Ⅱ種地盤 Ⅲ種地盤 

③ 海洋型 0.3 0.35 0.4 

④

高圧ガス導管液

状化耐震設計指

針(設計震度) 内陸型 0.8 0.7 0.6 

⑤ 海洋型
4 (cm/s) 

SI=6 (cm/s)
← 対数線形内挿 → 

 50 (cm/s) 

SI=75 (cm/s)

⑥

高圧ガス導管耐

震設計指針(

大速度)(cm/s) 内陸型
8 (cm/s) 

SI=12 (cm/s)
← 対数線形内挿 → 

100 (cm/s) 

SI=150 (cm/s)

図3 ケース④のPL値分布(ガス液状化指針、内陸型) 図4 ケース⑥のPL値分布(ガス耐震、L2、内陸型) 
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